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 平成２８年６月９日（木）・１０日（金）の二日間、全社協灘尾ホール等を会場に

「平成２８年度社会福祉協議会活動全国会議」が開催され、全国から２７７名の社

協職員が参加し、本県からは１１名（市町村社協１０名・県社協１名）が参加しま

した。 

 

平成２８年度社協活動全国会議に参加して 

 

秋田県社会福祉協議会総務企画部長 門脇 琢也 

行政説明から 

 平成２７年９月に厚生労働省の「新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討

プロジェクトチーム」が示した「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（以下

「福祉の提供ビジョン」という。）は、高齢、障害、児童等への総合的な支援の提供

を図るために多世代交流・多機能型の福祉拠点の整備を進めるもので、福祉拠点は

地方創生の「小さな拠点」をイメージしている。 

 

◆ 新しい地域包括支援体制の構築に向けて 

 高齢者施策における「地域包括ケアシステム」の構築、生活困窮者に対する「生

活困窮者自立支援制度」の創設など、各制度において支援の包括化や地域連携、ネ

ットワークづくりを推進している現状を踏まえ、多様なニーズをすくい取る「全世

代・全対象型地域包括支援体制」を構築していく必要がある。（図１参照） 
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【図１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域共生社会の実現に向けた具体的施策（ニッポン一億総活躍プランより） 

 平成２８年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」（以下「総活

躍プラン」という。）の中で示されている「地域共生社会の実現」の具体的な施策は、

次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者 

 地域包括ケアシステム 

生活困窮者 

 生活困窮者自立支援制度 

その他各制度における取組み 

家族のあり方や 

地域社会が変容 

 

高齢化・人口減少 

壮年の引きこもりと老

親が地域で孤立 

難病患者・がん患者

の就労支援 

障害が疑われる者 

支援の包括化 

上記の他多様な課題 

地域連携 

ネットワーク 

づくり 

全世代・全対象

型地域包括支

援体制 

 

すべての人が、年

齢や状況を問わ

ず、その人のニー

ズに応じた適切な

支援が受けられる

「地域づくり」を進

める 

【具体的な施策】 

①地域包括支援センター、社会福祉協議会、地域に根ざした活動を行うNPOな

どが中心となって、小中学校区等の住民に身近な圏域で、住民が主体的に地

域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援し、2020年～2025年を目途

に全国展開を図る。その際、社会福祉法人の地域における公益的な活動との

連携も図る。 

②多様な活躍、就労の場づくりを推進するため、公共的な地域活動やソーシャ

ルビジネスなどの環境整備を進める。 

③共助の活動への多様な担い手の参画と活動の活発化のために、寄附文化の醸

成に向けた取組を推進する。 

④高齢者、障害者、児童等の福祉サービスについて、設置基準、人員配置基準

の見直しや報酬体系の見直しを検討し、高齢者、障害者、児童等が相互に又

は一体的に利用しやすくなるようにする。 

⑤育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、

世帯全体の複合化・複雑化した課題を受け止める、市町村における総合的な

相談支援体制作りを進め、2020年～2025年を目途に全国展開を図る。 

⑥医療、介護、福祉の専門資格について、複数資格に共通の基礎課程を設け、

一人の人材が複数の資格を取得しやすいようにすることを検討する。 

⑦医療、福祉の業務独占資格の業務範囲について、現場で効率的、効果的なサ

ービス提供が進むよう、見直しを行う。 
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 このなかで、特に①の小中学校区等の圏域で住民が主体的に地域課題を把握して

解決を図る体制づくりと、⑤の世帯全体の複合化・複雑化した課題を受け止める、

市町村における総合的な相談支援体制づくりについては、２０２０年から２０２５

年を目途に全国展開を図ることが閣議決定されていることから、社協の活動実績を

踏まえ事業主体として積極的に関わっていくことが必要である。 

 社会福祉協議会には、地域での支援力、総合性、ウイングを拡げ続ける、アウト

リーチ、出口支援などのキーワードを挙げ、福祉の提供ビジョンや総活躍プラン、

生活困窮者自立支援制度、社会福祉法人制度改革等国の制度・施策を踏まえ、「社協

らしさを追求すること」と「見える化」を進めることが期待されている。 

 

シンポジウム及び分科会から 

 シンポジウムは「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョンとこれからの地域福

祉」をテーマに開催され、山形市社会福祉協議会と宮崎県日之影町社会福祉協議会

が実践報告を行った。 

 二日目は、「地域における総合相談・生活支援体制づくり」をテーマにした分科会

に参加し、中山間地域の取組みとして、愛媛県久万高原町社会福祉協議会が取組み

を報告した。 

 

◆山形市社会福祉協議会（人口約２５万、高齢化率２７.７％、都市部の事例） 

 基本理念は「ふれあいやまがた福祉文化のまちづくり」。総合相談支援体制づくり

に向けて地域福祉活動計画に沿った事業を展開している。 

 

 平成８年に第一次地域福祉活動計画を策定した後、平成１８年に第二次計画策定、

以降５年ごとに計画を見直している。 

 平成２８年度からの第四次地域福祉活動計画で、つながりの希薄化の進行、担い

手不足、孤立が顕在化している状況を踏まえ、コミュニティソーシャルワーカー３

名を専任で配置したほか、市委託事業で生活支援コーディネーター１３名を配置し

た。 

 山形市社会福祉協議会の優れているところは、従来から行ってきた地区社協と市

社協との協働による地域福祉活動をベースにしながら、地域福祉活動計画策定とと

もに、その時々の情勢を踏まえながら事務局体制を拡充してきたことが挙げられる。 

 第二次活動計画では、地域福祉部門に福祉のまちづくり係と生活支援係を設置し、

生活支援係に配置した６人の職員と受託した地域包括支援センター２カ所の職員で

３０地区社協を担当する組織体制とした。 

 第三次活動計画では、権利擁護関連事業の拡大等に伴い、地域福祉部門に置いて

いる生活支援係を二分割し、日常生活自立支援事業や法人後見事業の体制を強化し

た。 
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 さらに、平成２８年度からの第四次活動計画では、福祉のまちづくり係を二分割

し、コミュニティソーシャルワーカーと生活支援コーディネーターを配置し、個別

支援にも積極的に関わる体制とした。 

 また、平成２８年６月９日に高齢、障害、生活困窮、権利擁護等の課題に総合的

に対応する「山形市総合相談支援センター（仮称）」を開設し、国のモデル事業であ

る「多機関の協働による包括支援体制構築事業」（以下「モデル事業」という。）に

取り組みながら総合相談支援体制づくりを進めている。 

 介護保険法の仕組みの一つである生活支援コーディネーターは、将来的にコミュ

ニティソーシャルワーカーとして配置し、障害・子ども・権利擁護・生活困窮等あ

らゆる課題に対応するほか、モデル事業を通じて市内を５ブロックにして相談機関

を整備する構想がある。 

 

◆日之影町社会福祉協議会（宮崎県、人口約４千人、高齢化率４２％、中山間地の事例） 

 宮崎県社協が行っている「社協・生活支援まちづくり強化モデル事業」の指定を

受けて次の事業を展開している。 

 １．総合相談 

  ア）生活困窮者自立支援（中間的就労、家計支援） 

  イ）法人後見受任（（Ｈ２７：１件）、入居支援保証人代行（Ｈ２７：２件） 

 ２．関係機関とのネットワーク構築 

  ア）ふれ愛ネットワーク（見守り応援協定） 

  イ）施設法人との協働（ふれあい広場“だるまや”） 

 ３．住民参加による地域生活支援 

  ア）地域福祉型通所サービス 

  イ）町民総ヘルパー化計画 

 

 日之影町社協では、空き家や町内老人ホームの一室を活用した集いの場を設けて

いる。空き家の集いの場は月曜日から金曜日まで開設し、居場所づくりや認知症予

防、送迎、買い物支援を行い、老人ホームでは週１回の開設としている。 

 町民総ヘルパー化計画は、社協職員が講師を務め、平成２４年度から介護職員初

任者研修を行っており、４年間で５７名を養成し、修了生の多くはヘルパーや生活

支援ボランティアとして活躍している。 

 また、ボランティアというと「施設ボランティア」とのイメージが強かったが、

平成２１年度から年１回一人暮らし高齢者等から“望み”を募り、住民がボランテ

ィアで応える「あなたの望み叶えます」の取組みを実施したことで、ボランティア

のイメージが訪問して生活支援を行うものに変わってきたほか、住民にも「困りご

とは社協へ」という認識が定着してきた。 

 生活困窮者自立支援は、中間就労の場の提供として、社協公用車の洗車や施設周
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辺の草刈り、デイサービスセンター室内清掃などの作業を通して「働きたい」とい

うニーズに応えている。 

 社協に集まる膨大な情報を有効活用し、「社協は住民のもの」、「住民は社協を選べ

ない」を心がけ、地域を知り、制度本位からニーズ本位へ転換を図った結果、行政

や住民からの信頼や財源等を得ることができ、期待を超える結果が得られている。 

 

◆久万高原町社会福祉協議会（愛媛県、人口約９千人、高齢化率４５.５％、中山間地の事例） 

 在宅介護支援センター職員が福祉活動専門員を兼務し、切れ目なく全世代のニー

ズを把握し対応している。 

 課題解決の難しいケースは、すぐに支援のレールを引くために地域ケア会議を開

催している。 

 隠れたニーズの早期発見に向けて、住民サポーター・企業サポーターを養成し、

ふれあいサロンの拠点が増えた、ちょっと様子がおかしいので見に行ってほしい、

などの成果が表れている。 

 久万高原町社協で特に力を入れているのは、総合相談・生活支援の更なる充実を

目指した異業種連携で、「天空の郷地域福祉活動専門委員会」を設置し、生活福祉推

進部会、地域福祉推進部会、福祉のまちづくり創造部会の３部会を置き、社協理事・

評議員や町内の各種団体を構成員として連携強化を図っている。 

 中山間地域の生活課題解決に向けては、異業種連携が必須であること、介護保険

改正においても新たな社会資源の開発とサービス開発が必要なことから、福祉でま

ちづくり活動に取り組んでいくことが大切である。 

 

 

 

 

 


